
2023 年 11 月 29 日 
 

報道ご関係者各位 

 
公益財団法人 関西・大阪２１世紀協会 

 

大阪府との「障がいのある人の文化芸術活動等にかかる連携に関する協定」の締結について 

 

公益財団法人関西・大阪２１世紀協会では、サラヤ株式会社（大阪市東住吉区）からのご

寄附を基に、障がいのある方を中心とする多様な背景を持つアーティストが手掛けたアート

作品の貸出しを通じて、多様性を尊重し支え合う、生き生きと暮らせる社会の実現を目指す

プロジェクト「art bridge ―もっと身近にインクルーシブアート―」をスタートすることと

なりました。 

本プロジェクト（アートブリッジ事業）の事業展開を進めるにあたり、大阪府では障がい

のある人のアート作品の販売事業（カペイシャス事業）を実施しており、障がいのある人の

文化芸術活動の促進等を含め、連携により高い相乗効果が見込めることから、このたび大阪

府と「障がいのある人の文化芸術活動等にかかる連携に関する協定」を締結しましたので、

ご案内申し上げます。 

 

【協定概要】 

（１）目 的   大阪府と当協会がパートナーとして、対話を通じた密接な連携に 
より、障がいのある人の文化芸術活動の促進等を含む府民サービス 
の向上及び府域の成長・発展を図ることを目的とする。 
 

（２）連携・協力事項 
①障がいのある人の文化芸術活動等に関すること 
 ・貸出業務（通称「アートブリッジ事業」という。）の展開方法に 

関すること 
 ・販売業務（通称「カペイシャス事業」という。）の展開方法に 

関すること 
 ・2025 大阪・関西万博における大阪府の取組みに関すること 
②その他本協定の目的に沿うこと 
 

（３）協定締結日 ２０２３年１１月２９日（水） 
         
（４）その他 

①関連ホームページ： 
          ・アートブリッジ事業（関西・大阪２１世紀協会）https://art-bridge.jp/ 
           ・カペイシャス事業（大阪府）https://www.capacious.jp/ 

②協定書： 
・障がいのある人の文化芸術活動等にかかる連携に関する協定書 

        
 
■この件に関するお問い合わせ先■ 

公益財団法人関西・大阪 21 世紀協会  木村、大島 

e-mail / kimurak@osaka21.or.jp 
TEL/06-7507-2002  FAX/06-7507-5945 



大阪府と公益財団法人関西・大阪二十一世紀協会との 
障がいのある人の文化芸術活動等にかかる連携に関する

協定書 
 

 

 大阪府（以下「甲」という。）と公益財団法人関西・大阪二十一世紀協会

（以下「乙」という。）とは、相互の連携強化を図ることで大阪府内の地域

活性化を推進するために、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、甲と乙がパートナーとして、対話を通じた密接な連携

により、障がいのある人の文化芸術活動の促進等を含む府民サービスの向

上及び府域の成長・発展を図ることを目的とする。 

 

（連携事項） 

第２条 甲乙協議の上、前条の目的を達成するため、次の事項について連携

し、協力する。 

（１） 障がいのある人の文化芸術活動等に関すること 

  ⅰ 販売業務（通称「カペイシャス事業」という。）の展開方法に関す

ること 

  ⅱ 貸出業務（通称「アートブリッジ事業」という。）の展開方法に関

すること 

  ⅲ 2025大阪・関西万博における甲の取組みに関すること 

（２） その他本協定の目的に沿うこと 

 

２ 甲と乙は定期的に協議を行うものとする。また、具体的な実施事項につ

いては、甲乙合意の上決定する。 

 

（協定の見直し） 

第３条 この協定の履行に関して特別の事情が生じた場合は、甲及び乙がそ

の都度協議の上、この協定の内容を変更し、または解除することができる

ものとする。 

 

（期間） 

第４条 この協定の有効期間は、締結日より３年間とする。なお、期間満了

日までに、甲と乙が本協定の継続に合意した場合は、満了日の翌日から１

年間継続するものとし、その後も同様とする。 

２ 甲又は乙のいずれかが、この協定の解約を申し出る場合、解約予定日の

１ヶ月前までに書面によって相手方に通知することにより、この協定を解

約できるものとする。 

 

 



（守秘義務） 

第５条 甲及び乙は、この協定に基づく活動において知り得た相手方の非公

開情報について、この協定の有効期間中及び有効期間終了後を問わず、第

三者に開示・漏えいしてはならない。ただし、事前に相手方の承諾を得た

場合及び弁護士等の外部専門家、公的機関等に対して必要な範囲で開示す

る場合は、この限りではない。 

 

（疑義の決定） 

第６条 この協定に定めのない事項又はこの協定に定める事項に関し疑義

等が生じたときは、甲乙誠意をもって協議し、これを取り決めるものとす

る。 

 

 

 以上、この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記

名押印の上、各自１通を保有するものとする。 

 

 

令和５年１１月２９日 

 

 

 

甲：大阪府 

  

   代表者 大阪府知事      吉村 洋文 

                                      

 

 

 

 乙：大阪市北区中之島六丁目２番 27号 中之島センタービル 29階 

   公益財団法人関西・大阪二十一世紀協会 

   理事長    﨑元 利樹 


